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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期

第３四半期連結
累計期間

第115期
第３四半期連結
累計期間

第114期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （百万円） 43,183 33,240 59,177

経常利益 （百万円） 2,397 1,590 3,474

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,473 1,142 2,334

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 813 2,046 943

純資産額 （百万円） 36,346 37,063 36,477

総資産額 （百万円） 62,336 70,090 64,290

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 180.17 141.04 285.43

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 58.3 52.9 56.7

 

回次
第114期

第３四半期連結
会計期間

第115期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2021年10月１日
至2021年12月31日

自2022年10月１日
至2022年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 40.49 49.98

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．「役員向け給付信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期（当期）純利益金額」の算定上、期中

平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

 　当第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）の連結業績は、主力の物流ソリューショ

ン事業における世界的なサプライチェーンの混乱による部品調達難の影響や、前年同四半期に機械・プラント事

業において収益認識会計基準の適用初年度の影響があった反動で、売上高は332億40百万円（前年同四半期比

23.0％減）となりました。

　　営業利益は11億52百万円（同42.1％減）、経常利益は円安による為替益の発生等で15億90百万円（同33.7％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は11億42百万円（同22.4％減）となりました。

　　セグメントごとの経営成績は次の通りであります。

　　なお、第１四半期連結会計期間より、セグメントの区分を変更しており、前年同四半期との比較分析は、変更

後の区分に基づいております。

 

 ①　物流ソリューション事業

　ネット通販、３ＰＬ向けの「マルチシャトル」を組み込んだ庫内自動化設備案件を中心に売上計上されまし

た。この結果、当事業の売上高は194億79百万円（前年同四半期比12.4％減）、営業利益は14億82百万円（同

22.0％減）となりました。

 ②　プラント事業

 　第１四半期連結会計期間より、国内製油所向けメンテナンス案件については当事業にて収益認識しており、

売上高は60億75百万円（前年同四半期比47.5％減）となりました。なお、前年同四半期の収益認識会計基準適

用初年度の影響額を除いた前年同四半期比は5.8％の減となります。

　　また、営業利益は３億67百万円（同8.1％減）となりました。

 ③　次世代エネルギー開発事業

 　第１四半期連結会計期間より新設した当事業において、次世代エネルギー社会到来に向けた高度な技術力の

獲得と参画を目指して研究開発活動に邁進しております。タンク新設案件の収益については当事業にて認識し

ており、売上高は７億10百万円（前年同四半期比20.0％減）となりました。

　　また営業損益については営業損失５億96百万円（前年同四半期は営業損失５億37百万円）となりました。

④　みらい創生その他事業

　　主に、子会社それぞれの特性を生かして環境分野、産業用機械や一般建築などへの事業展開に注力した結

果、売上高は69億74百万円（前年同四半期比17.6％減）、営業利益は６億25百万円（同14.0％減）となりまし

た。

(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は426億75百万円となり、前連結会計年度末に比べ43億43百万

円増加しました。これは主に受取手形、売掛金及び契約資産が15億60百万円増加し、原材料及び貯蔵品が16億

６百万円増加したことによるものです。固定資産は274億14百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億56百万

円増加しました。これは主に投資有価証券が13億52百万円増加したことによるものです。

この結果、総資産は700億90百万円となり、前連結会計年度末に比べ57億99百万円増加しました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は230億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ48億22百万

円増加しました。これは主に支払手形及び買掛金が５億24百万円減少し、短期借入金が57億37百万円増加した

ことによるものです。固定負債は100億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億90百万円増加しました。

これは主に繰延税金負債が５億82百万円増加したことによるものです。

この結果、負債合計は330億27百万円となり、前連結会計年度末に比べ52億13百万円増加しました。
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（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は370億63百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億86百

万円増加しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益11億42百万円、剰余金の配当11億97百万

円、自己株式の取得３億１百万円及びその他有価証券評価差額金が９億68百万円増加したことによるもので

す。

この結果、自己資本比率は52.9％（前連結会計年度末は56.7％）となりました。
 
(4）経営方針・経営戦略等

　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

(6）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、396百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

EDINET提出書類

トーヨーカネツ株式会社(E01572)

四半期報告書

 4/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,700,000

計 29,700,000

 
②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,323,074 9,323,074
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 9,323,074 9,323,074 － －
 
 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
－ 9,323,074 － 18,580 － 1,102

 
（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,175,700 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,078,200 80,782 －

単元未満株式 普通株式 69,174 － －

発行済株式総数  9,323,074 － －

総株主の議決権  － 80,782 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株（議決権の数12個）含まれ

ております。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、役員向け株式給付信託により、株式会社日本カストディ銀行（信託

口）が所有する当社株式59,400株（議決権の数594個）が含まれております。

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トーヨーカネツ

株式会社

東京都江東区南砂

二丁目11番１号
1,175,700 － 1,175,700 12.61

計 － 1,175,700 － 1,175,700 12.61

（注）「自己名義所有株式数」の欄には、役員向け株式給付信託により、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有

する当社株式59,400株は含まれておりません。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,759 8,711

受取手形、売掛金及び契約資産 25,327 ※ 26,888

リース投資資産 220 61

商品及び製品 32 36

仕掛品 795 1,258

原材料及び貯蔵品 2,550 4,157

その他 670 1,584

貸倒引当金 △24 △21

流動資産合計 38,332 42,675

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,157 4,266

機械装置及び運搬具（純額） 773 797

工具、器具及び備品（純額） 376 443

土地 10,374 10,216

建設仮勘定 608 548

その他（純額） 31 30

有形固定資産合計 16,321 16,303

無形固定資産 667 871

投資その他の資産   

投資有価証券 7,663 9,016

繰延税金資産 234 210

退職給付に係る資産 449 348

その他 847 887

貸倒引当金 △224 △222

投資その他の資産合計 8,970 10,240

固定資産合計 25,958 27,414

資産合計 64,290 70,090
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,761 ※ 1,237

短期借入金 8,120 13,857

未払費用 4,887 3,549

未払法人税等 774 122

契約負債 655 2,918

賞与引当金 434 219

受注損失引当金 － 18

完成工事補償引当金 299 214

その他 1,269 887

流動負債合計 18,202 23,025

固定負債   

社債 1,000 1,000

長期借入金 4,580 4,580

繰延税金負債 1,644 2,226

再評価に係る繰延税金負債 1,095 919

退職給付に係る負債 392 390

資産除去債務 799 800

その他 98 84

固定負債合計 9,610 10,001

負債合計 27,813 33,027

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,580 18,580

資本剰余金 1,273 1,273

利益剰余金 17,533 17,478

自己株式 △2,936 △3,199

株主資本合計 34,450 34,132

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,632 3,600

繰延ヘッジ損益 3 △6

土地再評価差額金 106 106

為替換算調整勘定 △878 △907

退職給付に係る調整累計額 160 133

その他の包括利益累計額合計 2,024 2,926

非支配株主持分 2 3

純資産合計 36,477 37,063

負債純資産合計 64,290 70,090
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 43,183 33,240

売上原価 35,741 26,013

売上総利益 7,442 7,226

販売費及び一般管理費 5,450 6,074

営業利益 1,991 1,152

営業外収益   

受取利息 5 4

受取配当金 249 229

為替差益 75 189

スクラップ売却益 56 35

その他 70 70

営業外収益合計 457 529

営業外費用   

支払利息 45 61

その他 6 29

営業外費用合計 51 91

経常利益 2,397 1,590

特別利益   

固定資産売却益 0 11

投資有価証券売却益 － 13

会員権売却益 9 －

その他 2 0

特別利益合計 12 25

特別損失   

固定資産売却損 － 19

投資有価証券評価損 90 60

その他 0 5

特別損失合計 91 85

税金等調整前四半期純利益 2,318 1,529

法人税、住民税及び事業税 626 359

法人税等調整額 219 26

法人税等合計 845 385

四半期純利益 1,473 1,143

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,473 1,142

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 1

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △639 968

繰延ヘッジ損益 △4 △9

為替換算調整勘定 △2 △28

退職給付に係る調整額 △12 △26

その他の包括利益合計 △660 902

四半期包括利益 813 2,046

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 813 2,045

非支配株主に係る四半期包括利益 0 1
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

（追加情報）

１．新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて

　新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の広がり方や収束時期等を予測することは困難な状況ではありま

すが、現時点では繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りに与える影響は限定的であると考えております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の収束時期及び経済環境への影響が変化した場合には、財政状態及び経

営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

２．取締役等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

当社は、2019年度より、取締役（監査等委員である取締役、社外取締役を除く。）及び取締役でない常務執行役員

以上の執行役員（以下、あわせて「取締役等」という。）の報酬と当社の中長期的な業績及び株式価値との連動性を

明確にし、取締役等が株価の連動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、これまで以上に当社の中長期

的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めることを目的として、取締役等に対する、信託を用いた業績連動型

株式報酬制度を導入しております。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。

 

(1) 取引の概要

当社が指定する信託（以下、「本信託」という。）に金銭を信託し、本信託において当社株式の取得を行い、各取

締役等に対して、中期経営計画の各事業年度終了時に当社取締役会が定める株式交付規程に従ってポイントが付与さ

れ、役員に対する業績連動型株式報酬制度株式給付規程に定める在任中の一定時期あるいは取締役等の退任時に、そ

れまで累積したポイント数に応じた当社株式が本信託を通じて交付されます。

 

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度144百万円、81,200株、当第３四半

期連結会計期間105百万円、59,400株であります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　※　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当第３四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、

次の通りであります。

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

受取手形 －百万円 74百万円

支払手形 － 154
 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次の通りであります。

前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

減価償却費 628百万円  630百万円
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 949 利益剰余金 115 2021年３月31日 2021年６月30日

（注）配当金の総額には、役員向け給付信託口が保有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

２．株主資本の金額の著しい変動
　該当事項はありません。
 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,197 利益剰余金 145 2022年３月31日 2022年６月29日

（注）配当金の総額には、役員向け給付信託口が保有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。

２．株主資本の金額の著しい変動
　当社は、2022年５月13日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得等により、当第３四半期連結累計期間にお
いて自己株式が262百万円増加しました。
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（セグメント情報等）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．報告セグメント毎の売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額 合計

 
物流ソリュー
ション事業

プラント事業
次世代エネル
ギー開発事業

みらい創生そ
の他事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 22,248 11,582 887 8,465 43,183 － 43,183

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ － － 130 130 △130 －

計 22,248 11,582 887 8,596 43,314 △130 43,183

セグメント利益

又は損失（△）
1,902 399 △537 727 2,491 △499 1,991

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

利益又は損失 金額（百万円）

報告セグメント計 2,491

全社費用（注） △494

その他の調整額 △5

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 1,991

(注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない、総務部門等管理部門に係る費用であります。

 

３．報告セグメント毎の固定資産の減損損失又はのれんに関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「みらい創生その他事業」のセグメントにおいて、環境計測株式会社を子会社としたことに伴い、のれんを計

上しております。当該事象によるのれんの増加額は、第１四半期連結会計期間において９百万円であります。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計方針の変更）

「注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　

2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したた

め、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のプラント事業の売上高が4,650百万円増

加しております。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

１．報告セグメント毎の売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額 合計

 
物流ソリュー
ション事業

プラント事業
次世代エネル
ギー開発事業

みらい創生そ
の他事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 19,479 6,075 710 6,974 33,240 － 33,240

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 10 － 133 144 △144 －

計 19,479 6,086 710 7,108 33,384 △144 33,240

セグメント利益

又は損失（△）
1,482 367 △596 625 1,878 △725 1,152

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該

差額の主な内容（差異調整に関する事項）

利益又は損失 金額（百万円）

報告セグメント計 1,878

全社費用（注） △725

その他の調整額 －

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 1,152

(注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない、総務部門等管理部門に係る費用であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの区分変更）

第１四半期連結会計期間より、グループ中期経営計画（2022～2024年度）策定に伴い、従来「機械・プラント

事業」として区分していたものを「プラント事業」、「次世代エネルギー開発事業」の２区分に分割し、従来

「その他」としていたものを「みらい創生その他事業」として区分しました。

これにより当社の報告セグメントは、従来の「物流ソリューション事業」及び「機械・プラント事業」の２区

分から、「物流ソリューション事業」、「プラント事業」、「次世代エネルギー開発事業」及び「みらい創生そ

の他事業」の４区分に変更となっております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載

しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

　　収益認識の時期

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計物流ソリュー

ション事業
プラント事業

次世代エネル

ギー開発事業

みらい創生その

他事業

一時点で移転される財および

サービス
4,622 － 72 6,138 10,833

一定期間にわたり移転される財

およびサービス
17,626 11,582 815 1,655 31,678

顧客との契約から生じる収益 22,248 11,582 887 7,793 42,511

その他の収益 － － － 672 672

外部顧客への売上高 22,248 11,582 887 8,465 43,183

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

　　収益認識の時期

（単位：百万円）

 

報告セグメント

合計物流ソリュー

ション事業
プラント事業

次世代エネル

ギー開発事業

みらい創生その

他事業

一時点で移転される財および

サービス
4,839 － 27 6,216 11,084

一定期間にわたり移転される財

およびサービス
14,639 6,075 682 260 21,658

顧客との契約から生じる収益 19,479 6,075 710 6,477 32,743

その他の収益 － － － 497 497

外部顧客への売上高 19,479 6,075 710 6,974 33,240

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸収入等であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

　　１株当たり四半期純利益金額 180円17銭 141円４銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万

円）
1,473 1,142

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
1,473 1,142

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,177 8,102

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．「役員向け給付信託口」が保有する当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式に含めております（前第３四半期連結累計期間81千株、当第３四半期連結累計

期間66千株）。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月13日

トーヨーカネツ株式会社

取締役会　御中

 

仰星監査法人

　東京事務所

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野口　哲生

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三島　　陽

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトーヨーカネツ

株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーヨーカネツ株式会社及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認
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められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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